
 

四国中央市公営企業物品購入等入札者心得 

平成 30年３月 30日 

告示第 39号 

（趣旨）  

第１条 この告示は、公営企業が発注する物品の購入及び修繕並びに印刷製本（以下「物品

購入等」という。）の契約に係る入札を行う場合における取扱いについて、地方自治法（昭

和 22年法律第 67号）、地方公営企業法施行令（昭和 27年政令第 403号）、四国中央市公営

企業契約規程（平成 19年四国中央市告示第 117号。以下「規程」という。）その他の法令

等に定めるもののほか、入札に参加しようとする者（以下「入札者」という。）が遵守しな

ければならない事項について定めるものとする。  

（入札等）  

第２条 入札者は、規程及び物品購入等の仕様書、図面、契約条項その他関係書類（以下「仕

様書等」という。）並びに現場等を熟覧のうえ入札しなければならない。  

２ 入札者は、仕様書等について疑義がある場合は、入札公告等による質疑の手続に従わな

ければならない。 

３ 入札書の記載等については、次に掲げるとおりとする。  

(1) 入札書は、公営企業指定の様式を使用すること。  

(2) 入札書は、１件ごとに１通作成し、物品名、宛名、商号又は名称及び入札書であるこ

とを表記した封筒に封入し、当該入札の方法に従って提出すること。  

(3) 入札書等の提出書類の文字及び印影は、明瞭であって、かつ、消滅しないもので記載

すること（鉛筆等による記載はしないこと。）。  

(4) 入札金額は、アラビア数字を用いること。  

(5) 落札決定にあっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金

額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者で

あるか免税業者であるか否かを問わず、見積もった契約希望金額の 110分の 100に相当

する金額を入札書に記載すること。ただし、入札執行者から指示のあるときは、この限

りでない。 

４ 入札金額が予定価格の制限に達した価格での入札がないときは、規程第 21 条の規定に

より直ちに再度入札を行うものとする。この場合、入札は当初の入札を含めて２回までと

する。  

５ 郵便による入札は、入札方法を明示した場合に限りこれを行うことができるものとする。  

６ 一旦提出した入札書の返還、引替え、変更又は取消しは、できないものとする。  

（入札代理人等）  

第３条 入札者は、代理人をして入札に参加させるときは、入札開始前に、その代理権限を

証する書面を提出し、入札執行者の確認を受けなければならない。  

２ 入札者又は入札代理人は、当該入札に対する他の入札者の代理をすることはできないも

のとする。  

３ 入札代理人の提出する入札書には、入札者の代理人である旨を記載し、入札代理人の印

鑑を使用するものとする。  



 

（入札の辞退） 

第４条 指名を受けた入札者は、入札執行に至るまで、いつでも入札を辞退することができ

るものとする。  

２ 入札執行前にあっては、入札辞退届を契約担当者に持参又は郵送（入札日の前日までに

到達するものに限る。）により提出して行うものとする。  

３ 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を入札執行者に直接提

出して行うものとする。  

４ 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受ける

ものではないものとする。  

（入札の延期等） 

第５条 入札執行者は、必要と認める場合は、入札の執行を中止し、若しくは取り消し、又

は入札日時を延期することができるものとする。 

２ 入札執行者は、入札者が２者に満たない場合は、入札の執行を中止するものとする。た

だし、再度入札及び一般競争入札を行う場合は、この限りでない。 

３ 入札執行者は、前２項の場合において、入札者の損害に対し、その責を負わないものと

する。 

（無効の入札）  

第６条 次の各号のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。  

(1) 入札に参加する資格を有しない者のした入札 

(2) 規程又は入札に関する条件に違反した入札  

(3) 同一入札案件に対し入札者又は代理人がした２以上の入札  

(4) 代理権限のない者のした入札  

(5) 金額を訂正した入札  

(6) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札  

(7) 第２条第３項各号のいずれかに違反した入札  

(8) 明らかに連合によるものと認められる入札  

(9) 郵便入札の場合の代理人による入札  

(10) 信憑性が高いと判断される談合情報を入手した場合等入札を継続することが適当で

ないと認められる入札  

（入札の失格）  

第７条 次の各号のいずれかに該当する者は、これを失格とする。  

(1) 内訳書の提出を求めた入札において、当該内訳書の提出がない者  

(2) 内訳書の内容に必要な項目若しくは金額が明記されていないもの又は内訳書に違算が

あるもので入札した者  

(3) 内訳書と入札書の金額が一致していないもので入札した者  

(4) 会場入札における入札において、入札執行の開始時刻までに入札会場に入室しない者 

(5) 郵便入札において入札公告等で指定する入札期間内に入札書又は入札辞退届の提 出

がない者  

(6) 前条各号に定めるもの以外の事由において、適正な入札書と認められないもので入札

した者 



 

２ 前条及び前項の無効及び失格の認定は、入札執行者が行い、入札者は、異議の申立てが

できないものとする。 

（公正な入札の確保）  

第８条 入札者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54

号）等に抵触する行為を行ってはならない。  

２ 入札者は、入札に当たり、競争を制限する目的で他の入札者と入札価格又は入札意思に

ついていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならないものとする。  

３ 入札者は、開札の前に、他の入札者に対して入札価格を意図的に開示してはならないも

のとする。  

（入札会場の規律）  

第９条 入札関係者以外の者は、入札会場に立ち入ることができないものとする。  

２ 入札者は、入札会場においては、入札執行者の指示に従わなければならないものとする。  

３ 入札執行者は、入札者が指示に従わないおそれがあると認められるとき、入札に関し不

正若しくは妨害の行為を行うおそれがあると認められるとき、又はこれらの行為をしたと

きは、当該入札者に対し、入札会場への入場を拒み、又は入札会場からの退場を命じるこ

とができるものとする。  

４ 入札会場では、携帯電話の使用又は私語等の行為を禁止するものとする。  

（開札）  

第 10条 開札は、所定の場所及び日時において入札者の立会いのうえ行うものとする。ただ

し、開札に立ち会う入札者がないときは、当該入札事務に関係のない職員１人を立ち会わ

せて行うものとする。  

（落札者の決定）  

第 11条 入札者のうち、予定価格の制限の範囲内において、最低価格をもって入札した者を

落札者とする。  

２ 落札となるべき同価格の入札をした者が２以上あるときは、直ちにくじで落札者を決定

するものとする。  

３ 前項のくじによる落札者の決定においては、当該入札をした者は、くじを辞退すること

はできないものとする。この場合において、くじを引かない者があるときは、これに代わ

って当該入札事務に関係のない職員がこれを行うものとする。 

（異議の申立て）  

第 12条 入札者は、入札後、この告示、規程、仕様書等及び現場等についての不明を理由と

して異議を申し立てることはできないものとする。  

２ 落札者は、前項に規定する理由により契約の締結の拒否又は契約金額の増額を求めるこ

とはできないものとする。  

（契約の締結）  

第 13条 落札者は、落札決定の通知を受けた日から７日以内（四国中央市の休日を定める条

例（平成 16年四国中央市条例第３号）第１条に規定する休日を除く。）に契約担当者に対

し、契約の締結を申し出なければならないものとする。ただし、落札者において、やむを

得ない理由があるときは、その期間の延長を求めることができるものとする。  

２ 公営企業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）は、落札者が契約締結ま



 

でに当該入札に参加することができる要件を満たさなくなったときは、契約を締結しない

ことができる。 

（契約保証金)  

第 14条 落札者は、契約締結の申出と同時に、契約金額の 10分の１以上の契約保証金又は

契約保証金に代わる担保を納付し、又は提供しなければならないものとする。ただし、契

約保証金の全部又は一部を免除された場合は、この限りでない。  

（落札の取消し等)  

第 15条 落札者が第 13条第１項に規定する期間内に契約の締結を申し出ないとき（前条に

規定する契約保証金又は契約保証金に代わる担保を納付し、又は提供することができない

ときを含む。）は、落札は、その効力を失うものとする。  

２ 管理者は、規程第 41条第３項により落札を取り消した場合は、入札保証金又はその他の

物が市に帰属することとなったとき（規程第 17条に定める場合をいう。）を除き、落札者

の見積もった契約金額の 100分の３に相当する額の違約金を当該落札者から徴収するもの

とする。ただし、管理者が真にやむを得ない事由があると認めるときは、当該違約金の全

部又は一部を徴収しないことができるものとする。  

（同一入札参加業者への下請負禁止）  

第 16 条 入札により落札決定した物品購入等において、同一案件の入札に参加した者への

下請（落札者から他の入札者への下請をいう。）を禁止するものとする。ただし、管理者が

特に認めた場合は、この限りでない。 

（その他） 

第 17条 この告示の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則   

この告示は、平成 30年４月１日から施行する。 

   附 則（令和元年９月９日告示第 59号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和元年 10月１日から施行する。 

 （四国中央市公営企業物品購入等入札者心得の一部改正に伴う経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の四国中央市公営企業物品購入等入札者心得第２条第３項第

５号の規定は、施行日以後に入札の通知又は公告する入札執行分について適用し、施行日

前に入札の通知又は公告した入札執行分については、なお従前の例による。 

   附 則（令和５年３月 30日告示第 63号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

（四国中央市公営企業物品購入等入札者心得の一部改正に伴う経過措置） 

６ 第４条の規定による改正後の四国中央市公営企業物品購入等入札者心得の規定は、施行

日以後に入札の通知又は公告する入札執行分について適用し、施行日前に入札の通知又は

公告した入札執行分については、なお従前の例による。 

附 則（令和７年３月 31日告示第 86号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、令和７年６月



 

１日から施行する。 

（四国中央市公営企業物品購入等入札者心得の一部改正に伴う経過措置） 

６ 第４条の規定による四国中央市公営企業物品購入等入札者心得の規定は、施行日以後に

入札の公告又は通知する入札執行分について適用し、施行日前に入札の公告又は通知した

入札執行分については、なお従前の例による。 


